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第１章 計画策定の目的と位置づけ 

１－１ 計画策定の背景と目的 

近年、急速な少子高齢化や経済情勢等の変化等により、適切に維持管理されずに老朽化が進

行している建築物や住環境に悪影響を及ぼしている建築物等が増加しています。 

総務省の調査によると、平成 25年時点の全国の空家は約 820万戸あり、全住宅の約 13.5％

を占めています。これらの空家については、管理が行き届かず長期間放置されると、景観悪化

や倒壊等により周辺に影響を及ぼしたり、火災の恐れや防犯上の問題の原因となる場合があり

ます。空家の発生の要因としては、相続後に利用されなくなったケースや希望価格で売却でき

ないこと等が挙げられ、良好な市街地環境の形成やまちづくりの支障となっています。 

これらを踏まえ、国において、平成 26 年 11 月に「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下、「法」という。）が公布され、平成 27 年 5 月に全面施行されました。これにより、市

町村の責務において空家等に関する対策について計画を定めることができることとなりまし

た。 

城陽市においても、平成 28 年度に空家等実態調査を実施し、対応を進めていくべき課題が

あることも分かってきました。これらの状況を踏まえ、今後の空家対策の方向性や施策等を盛

り込んだ「城陽市空家等対策計画」を策定するものです。 

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年 11月 27日法律第 127号） 
（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域
住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は
財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進
するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を
含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家
等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する
施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与す
ることを目的とする。 

（市町村の責務） 
第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空

家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努
めるものとする。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計画」

という。)を定めることができる。 

 

 

※「あきや」の表記について 

 本計画においては、原則「空家」と表記します。  

ただし、「空き家バンク」に関する表記については、「空き家」と表記し、空家等対策の推進

に関する特別措置法に関する表記は「空家等」とします。 
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１－２ 計画の位置づけ 

「城陽市空家等対策計画」は、法第 6条に位置づけられる計画（空家等対策計画）とし、本

市の上位計画である第４次城陽市総合計画や各種計画との整合を図りつつ、現状や課題を踏ま

え、今後の空家等に関する対策の方向性や施策等を総合的に推進する計画として定めるもので

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

城陽市空家等対策計画 
（空家等対策の推進に関する特別措置法・第 6条） 

★空家等対策の基本方針 

★空家等に関する対策 

★空家等対策の実施体制    等 
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第２章 

現状と課題 

 

２－１ 社会情勢 

２－２ 本市の状況 

２－３ 平成 28 年度実施の城陽市空家等実態調査結果について 

２－４ 空家の現状・特徴、課題の分析 
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第２章 現状と課題 

２－１ 社会情勢 

２－１－１ 全国の年齢階層別人口の推移と将来推計 

 

[データ解説] 

・総人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040 年）には 14,722千人減少し約

88％程度まで減少すると予測されます。 

・65 歳以上の人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040年）には 5,741千人

増加し、17.2％上昇すると予測されます。 

・15 歳未満の人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040年）には 3,951千人

減少し、24.9％低下すると予測されます。 

・15～65 歳未満人口は、平成 27年（2015 年）から比べて平成 52年（2040年）には 16,512千

人減少し、21.6％低下すると予測されます。 

・平成 52 年（2040 年）の 65歳以上人口は、約 39,206千人となり、平成 27年比で約 5,741千

人（17.2%）増加すると共に、総人口に占める割合は、35.3％まで上昇すると予測されます。・

平成 52 年（2040年）の 65 歳以上人口は、約 38,782千人となり、平成 27年比で約 5,317千

人（15.9%）増加すると共に、総人口に占める割合は、36.0％まで上昇すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 年齢階層別人口の推移と将来推計 

資料：H2～H27まで国勢調査、H32以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値（平成 29年推計） 

※総人口の値は、年齢不詳を除いたものです。  

●人口減少、少子高齢化が加速。平成 52年（2040 年）には、約 35％が高齢者に。 
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２－１－２ 全国の世帯推移と将来推計 

 

[データ解説] 

・平成 22年（2010年）をピークに、人口が増加傾向から減少傾向に移行しましたが、世帯数

は「単身」「夫婦のみ」といった小規模な世帯の増加を背景に引き続き増加しました。しか

しながら、今後は世帯数についても増加傾向から減少傾向に転じるものと推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 世帯数・世帯人員 

資料：H2～H27まで国勢調査、H32以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値（平成 30年推計） 

  

●世帯規模は縮小傾向が続く。世帯数は平成 35 年（2023 年）をピークに減少傾向

に移行。 
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２－１－３ 全国の空家の推移 

 

[データ解説] 

・全体では、空家数、空家率ともに、経年的に増加傾向が続いており、平成 25 年（2013 年）

時点の空家率は 13.5％となっています。 

・平成 25 年（2013年）において空家を種類別に見ると、転勤・入院などのため居住世帯が長

期にわたって不在となっている「その他空家」や「賃貸用空家」の増加が目立ちます。また、

「二次的住宅」、「売却用空家」数は概ね横ばいに近い傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 空家率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 種類別空家数の推移    資料：住宅・土地統計調査 

■空家の種類 

【二次的住宅】週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住ん

でいない住宅や、ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりす

るなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅。 

【賃貸用】新築・中古を問わず、賃貸のために空家になっている住宅。 

【売却用】新築・中古を問わず、売却のために空家になっている住宅。 

【その他】上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわ

たって不在の住宅など。 

※）住宅・土地統計調査は抽出調査であり、また、統計表ごとに四捨五入処理（10戸単位）が行われて

いるため、合計値が合わない場合があります。  

●全住宅の１割強が空家で、「その他空家」、「賃貸用空家」が増加傾向。 
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２－２ 本市の状況 

２－２－１ 本市の人口推移と将来推計 

 

[データ解説] 

・総人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040 年）には 17,648人減少し、約

77％程度まで減少すると予測されます。 

・65 歳以上の人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040年）には 826人減少

しますが、総人口に占める割合は 31.2％から 39.2％まで上昇すると予測されます。 

・15 歳未満の人口は、平成 27年（2015年）から比べて平成 52年（2040年）には 3,738人減

少し、40.1％低下すると予測されます。 

・15～65歳未満人口は、平成 27年（2015 年）から比べて平成 52年（2040年）には 13,084人

減少し、30.1％低下すると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 年齢階層別人口の推移と将来推計 

資料：H2～H27まで国勢調査、H32以降は国立社会保障・人口問題研究所の推計値（平成 25年 3月推計） 
 ※総人口の値は、年齢不詳を除いたものです。  

●人口減少、少子高齢化がさらに加速。平成 52 年（2040 年）には、4 割近くが高

齢者に。 
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２－２－２ 本市の世帯推移と将来推計 

（１）本市の世帯推移と将来推計 

 

[データ解説] 

・世帯人員の減少を背景に増加してきた世帯数は、平成 22年（2010 年）をピークに減少に転

じています。 

・今後は、人口の減少に伴って、世帯数が減少していくものと推計されますが、下げ幅をおさ

える取組を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 世帯数・世帯人員 
資料：H27までは国勢調査、H32以降の人口は「総合戦略」の人口ビジョン独自推計、世帯数はトレンド推計 

  

●世帯規模は縮小傾向。世帯数は平成 22 年（2010年）をピークに減少傾向に移行。 
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（２）本市の家族構成別世帯 

 

[データ解説] 

・「夫婦と子ども」の世帯が減少する一方で、「単身」「夫婦のみ」「ひとり親世帯」といった小

規模な世帯が増加しており、世帯の小規模化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 家族構成別世帯の割合 
資料：国勢調査 

（３）本市の高齢者世帯 

 

[データ解説] 

・「単身高齢者」「高齢者夫婦」といった「高齢者のみ世帯」が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 単身高齢者・高齢夫婦等の世帯の割合 
資料：国勢調査  

●世帯の小規模化が継続的に進行し、半数程度は 2 人以下の世帯。 

●将来的な空家化が懸念される「高齢者のみ世帯」が継続的に増加。 
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２－２－３ 本市の空家の状況 

（１）本市における住宅・土地統計調査の空家の推移 

 

[データ解説] 

・全体では、空家数、空家率ともに、経年的に増加傾向となっており、平成 25 年（2013 年）

時点の空家率は 9.4％となっています。 

・平成 25年（2013 年）空家を種類別に見ると、「賃貸用空家」の増加が目立ちます。また、適

切に管理されていると考えられる「二次的住宅」や「売却用空家」の数は減少していますが、

転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在となっている「その他空家」は増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 空家率等の推移 

  

 

 

 

 
図 2-10 種類別空家数の推移     資料：住宅・土地統計調査 

 

■空家の種類（※平成 10年は市町村は調査対象外） 

【二次的住宅】週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住ん

でいない住宅や、ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりす

るなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅。 

【賃貸用】新築・中古を問わず、賃貸のために空家になっている住宅。 

【売却用】新築・中古を問わず、売却のために空家になっている住宅。 

【その他】上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわ

たって不在の住宅など。 

※）住宅・土地統計調査は抽出調査であり、また、統計表ごとに四捨五入処理（10戸単位）が行われ

ているため、合計値が合わない場合があります。 

●全住宅の１割弱が空家で「その他空家」、「賃貸用空家」が増加傾向。 

二次的住宅, 230 二次的住宅, 160 二次的住宅, 100

賃貸用, 1060 賃貸用, 1,070 賃貸用, 1,300

売却用, 70 売却用, 150
売却用, 130

その他, 930
その他, 1,460

その他, 1,580

0

500

1000

1500

2000
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3500
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（戸
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２－３ 平成 28 年度実施の城陽市空家等実態調査結果について 

平成 28 年度に実施した城陽市空家等実態調査（以下、「実態調査」という。）による空家の

抽出結果について 

 

【実態調査の工程と空家（候補）数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年住宅・土地統計調査による一戸建て住宅の空家数が 1,600 件であったのに対し、

実態調査による空家数は 1,030件となりました。全国・京都府との空家の割合を比較した場合、

低い結果となりました。 

※実態調査は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づき、一戸建ての建物を対象として

おり、共同住宅等の一部の空室は含めないものとする。 

 住宅総数 空家数 空家率 

（件） 一戸建て （件） 一戸建て （％） 一戸建て 

平成 25 年 

住宅・統計 

調査 

国 60,628,600 28,598,700 8,195,600 2,999,200 13.5% 10.5% 

京都府 1,320,300 641,100 175,300 69,400 13.3% 10.8% 

城陽市 32,810 24,180 3,100 1,600 9.4% 6.6% 

 
城陽市空家等実態調査  (24,180)  1,030  (4.3%) 

●空家データベース・カルテ・分布図の作成 

・平成 29年 3月 

●空家等候補の抽出（自治会提供情報、水道閉栓・使用量 0 ㎥データ等に

よる抽出） 

・平成 28年 7月～9月 

●現地調査の実施（外観目視調査） 

・平成 28年 9月～10月 

●空家の候補となる建築物の所有者又は管理者の特定 

・平成 28年 10月～11月 

●所有者等へのアンケートの実施 

・平成 28年 12月～平成 29年 2月 

１，４０１件 

１，１６２件 

１，１６２件 

１，０３０件 
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２－３－１ 空家の損傷等の状況 

 

[データ解説] 

・実態調査で抽出した空家 1,030 戸のうち、23％（237戸）が外壁や屋根、開口部、塀・柵等

のいずれかに損傷等があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-11 空家の損傷等の状況 
資料：城陽市空家等実態調査 

２－３－２ 空家の建築時期の状況 

 

[データ解説] 

・実態調査で抽出した空家については、築後 25 年以上経過（平成 2 年以前に建築）した空家

で損傷等が目に付く傾向が見られます。 

・平成 25年住宅・土地統計調査によると、市内の住宅のうち、全体の 6割近くが築後 25年以

上経過していることから、今後損傷等がある空家の増加が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 住宅の損傷等の状況 
資料：城陽市空家等実態調査 

 

●空家の 2 割強が損傷等のある空家。 

●築 25年を経過した辺りから、空家の損傷等が目に付く傾向が見られる。 
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図 2-13 新旧耐震基準別の空家の状況 
資料：城陽市空家等実態調査 
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1,030 戸 
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損傷等のある空家 186戸 
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準(S56以
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空家 
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２－３－３ 空家の状態 

 

[データ解説]  

・現地での外観調査による評価にお

いて、損傷等が激しく建物の利活用

が不可能な「非常に問題がある」も

のは 1.6％、大規模な改修を行わな

いと住むことができない「問題があ

る」ものは 4.3％にとどまっており、

現在、市内にある空家の約 9 割は、

大規模な改修をしなくても利活用

できる状態にあります。 

※平成 30 年 6 月時点において「非常

に問題がある」空家 16 件のうち 8

件は除却済。 

 

 

２－３－４ 周辺への影響 

 

[データ解説]  

・損傷等が生じている空家の敷地外

や周辺に保安上の危険や衛生・生活

環境等への影響を及ぼす可能性が

ある空家は 4.5％存在しています。

割合としてはそれほど高くはあり

ませんが、「著しい影響がある」と

評価されたものについては、適切な

対応を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●既存の空家の約 9割は、大規模な改修をしなくても利活用可能な状態。 

●「周辺に影響を及ぼす可能性」がある空家は 4.5％。 

図 2-14 空家の状態 

図 2-15 周辺への影響 

問題がある 

非常に問題がある 

良い 

1.2％，12 戸 

12.2％，
126 戸 

1.6％，16 戸 

4.3％，44 戸 

2.4％，25 戸 

78.3％，807 戸 

,39 戸 

,7 戸 ,12 戸 

94.3% 
,972 戸 

N=1,030 

N=1,030 
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２－３－５ 雑草・庭木※の管理状態 

 

[データ解説]  

・雑草・庭木が敷地外に突出している

空家が 13.1%存在しています。また、

手入れがされていない空家も 37.6%

あり、適正管理に向けた意識向上が

望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３－６ 樹木※の管理状態 

 

[データ解説]  

・樹木の一部が敷地外に突出してい

る空家が 9.5％存在しています。ま

た、手入れがされていない空家も

15.9%あり、適正管理に向けた意識

向上が望まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ここでは、概ね 1.5ｍ以下のものを「庭木」、これより大きいものを「樹木」としています。 

  

●既存の空家の 1 割強は、雑草・庭木が敷地外に突出。 

●既存の空家の 1 割弱は、樹木の一部が敷地外に突出。 

図 2-17 樹木の管理状態 

図 2-16 雑草・庭木の管理状態 

24.1％，
248 戸 

，247 戸 

37.6％ 
，388 戸 

，135 戸 

，12 戸 

,640 戸 
,118 戸 

,164 戸 

,98 戸 

1.0％，10 戸 
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２－３－７ 築年数と空家の状態との関係 

 

[データ解説] 

・外観上、築年数が 30 年未満の空家については「非常に良い」及び「良い」が多数を占めて

いるのに対して、築年数が 30年以上になると「普通」が多数を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●築年数が 30 年を経過しても、空家の状態が「問題がある」、「非常に問題がある」

ものは少ない。 

図 2-18 築年数と空家の状態との関係 
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２－３－８ 空家の状態と利活用意向との関係 

 

 [データ解説] 

・状態が「非常に良い」「良い」の空家 25件の所有者等で、「賃貸したい」（15）、「期間限定で

賃貸、その後自己利用」（6）、「維持管理してくれるなら無償・低価格で貸したい」（3）、「地

域コミュニティに活用してほしい」（1）との意向があるものの、「寄附したい」「NPO等に利

用してもらいたい」との意向を持つ所有者等はいませんでした。 

・一方、状態が「問題がある」「非常に問題がある」の空家 3 件の所有者等で「寄附したい」

（1）、「地域コミュニティに活用してほしい」（1）、「NPO等に利用してもらいたい」（1）との

意向があるものの、「賃貸したい」「期間限定で賃貸、その後自己利用したい」「維持管理し

てくれるなら無償・低価格で貸したい」との意向を持つ所有者等はおられませんでした。 

   ・また、どの状態においても「売却したい」との意向を持つ所有者等は存在していました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●空家の状態が良いほど賃貸等したい傾向がみられる。また、状態が悪いほど売却

等したい傾向が見られる。 

図 2-19 空家の状態と利活用意向との関係 
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２－４ 空家の現状・特徴、課題の分析 

本市における空家の現状・特徴、課題について、これらを分析した結果をまとめます。 

 

（１）本市の現状・特徴                                

・人口は減少、少子高齢化が加速し、平成 52 年（2040 年）には 4 割近くが高齢者に。 

・世帯規模は縮小傾向、世帯数は平成 22 年（2010 年）をピークに減少に移行。 

・空家のうち「二次的住宅」、「売却用空家」は減少、「賃貸用空家」、「その他空家」が増加傾向。 

（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

・実態調査による空家の数は 1,030 件、全国や京都府と比べて空家の割合は低い水準にある。 

・実態調査で「非常に問題がある」と評価された空家は 1.6％ 

・実態調査で「周辺に影響を及ぼす可能性のある」空家は 4.5％ 

・損傷等のある空家は約 2 割で築 25 年を経過した辺りから目につく傾向にある。 

・空家の約 9 割が大規模な改修をしなくても利活用可能な状態。 

・空家の約 1 割は雑草等や樹木の一部が敷地外に突出している。 

・状態が良い空家の所有者等は賃貸等したい傾向がみられ、状態の悪い空家の所有者等は売却等し

たい傾向にある。 
 
 

（２）課題の分析について                            

 

・空家の約 9 割が大規模な改修をしなくても利活用可能な状態であり、また、転勤・入院等のた

め長期不在となる「その他空家」が多いため、利活用可能な空家の掘り起こしや、その利活用

に対する施策の検討が必要である。 

・空家数は比較的少なく、割合も低いが高齢者のみの世帯が継続的に増加していることから今後

の空家化の予防の対策が課題である。 

・「非常に問題がある」空家や「周辺に影響を及ぼす可能性がある」空家の割合は少ないが、一

定数存在することから、所有者等に対して適正な管理を促すような取組や、また、法に基づい

た具体的な手続き等について、検討しておく必要がある。 

・所有者等の空家に対する意向が異なり、所有者等のそれぞれの悩みを解決するため、様々な問

題に対応できるような体制づくりが必要である。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 

基本方針 

 

３－１ 前提条件【法第 6条 2項 1号：対象地区等】【法第 6条 2項 2号：計画期間】 

３－２ 基本方針【法第 6条 2項 1号：空家等に関する対策の基本的な方針】 
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第３章 基本方針 
第 2章で示した課題等を踏まえ、取り組むべき対策における前提条件として、対象とする地

区、対象とする空家の種類および計画期間を示すとともに、対策に関する基本方針を以下に定

めます。 

３－１ 前提条件 【法第 6条 2項 1号：対象地区等】【法第 6条 2項 2号：計画期間】 

３－１－１ 計画の対象地区 

実態調査によると本市における空家等は全市域に分布していたことから、本計画の対象地区

は、「城陽市全域」とします。 

 

 

 

資料：城陽市空家等実態調査 



第 3章 基本方針 

-19- 

 

３－１－２ 計画の対象とする空家 

法で規定する「空家等」を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画における対象家屋は、実態調査の際に対象とした家屋とします。 

・概ね１年間水道使用量が 0㎥の家屋 

・地域からの情報提供による 1年以上人が住んでいない家屋  

・集合住宅等の場合、全室が空室になっている家屋 

 

３－１－３ 計画期間 

本市の計画期間は平成 30年度から 10年間とします。 

平成 28 年度の実態調査の結果、空家等の数が少なく、また影響を及ぼす可能性がある空家

等の割合も低い状況から、今回の計画は 10 年間とし、今後、社会情勢の変化や空家等の状況

の変化を見定め、必要に応じて計画の見直しを行います。  

■語句の定義 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法 第 2条 

○空家等：建築物（住宅以外の用途を含む。）又はこれに附属する工作物で居住その他

の使用がなされていないことが常態（基準となる期間は概ね 1 年間）であ

るもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む）。 
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３－２ 基本方針 【法第 6条 2項 1号：空家等に関する対策の基本的な方針】 

本計画は、法第 6条に基づいて策定するものであり、法第 6条においては「空家等対策計画」

の策定にあたり、以下の事項を定めるものとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前述の課題整理で述べたとおり、空家等を巡る問題・課題は、多岐にわたっ

ています。 

また、空家等は「危険な状態」「適正管理がされていない状態」「空家等の発

生前～適正管理されている状態」など、個々の空家等の置かれた状態によって、

求められる対策も様々です。 

以上のことを踏まえ、空家等に関する対策の基本的な方針を「利活用」、「予

防」、「管理不全」、「実施体制」以上の 4つの視点とします。 

 

 

 

【空家等に関する対策】               【視点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１号．空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等

に関する対策に関する基本的な方針 

２号．計画期間 

３号．空家等の調査に関する事項 

４号．所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

５号．空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

６号．特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

７号．住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

８号．空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

９号．その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

◆ 空家等対策計画に定めるべき事項（法第６条第２項） ◆ 

 

３号．空家等の調査に関する事項 
４号．所有者等による空家等の適切な管理の促進に

関する事項 
「予防」 

５号．空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用
の促進に関する事項 

４号．所有者等による空家等の適切な管理の促進に
関する事項 

６号．特定空家等に対する措置その他の特定空家等
への対処に関する事項 

「管理不全」 

「利活用」 

７号．住民等からの空家等に関する相談への対応に
関する事項 

８号．空家等に関する対策の実施体制に関する事項 
「実施体制」 
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３－２－１ 「利活用」の視点より 

         【現状・課題】               【必要とされる対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 空家等の利活用に向けた情報発信不足 

・アンケート調査より、空家等の所有者等が空家等の問

題解決に関する情報提供を求めていることや、「空き

家バンク制度」の認知度が低いことが分かりました。 

 

 

 

 

【対策１】 

利活用意向の掘り起

しに向けた情報提供

の実施 
 

「空き家バンク制

度」を空家等に関する

情報の受発信のツール

として一層の利活用を

図るため、より認知度

を高める情報提供方法

を検討することが必要

です。 

② 利活用に向けた課題が多岐にわたるため、個

人での対応が困難 

・アンケート調査より、空家等の利活用に向けた所有者

等の困り事・心配事が多岐にわたっていることが分か

りました。 

 

 

 

 

 

【対策２】 

所有者等が空家等の

利活用に取り組める

ための仕組づくり 
 

空家等の利活用を図

っていくためには、多

様な専門的知識が必要

となります。そのた

め、相談窓口の設置等

の仕組づくりが必要で

す。 

③ 人口減少や空家等の増加を見据えた空家等の

利活用 

・今後人口減少や少子高齢化が進んでいくことに伴い空

家等の増加が想定されることから、空家等の利活用に

係る支援を検討していくことが求められています。 

【対策３】 

空家等の利活用の促

進 
 

状態が悪くない空家

等の有効な活用、また

除却した空家等に係る

跡地の活用に関する取

組についての検討が必

要です。 

空き家バンク制度の認知度 

空家等の利活用に向けた困り事・心配事 
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３－２－２ 「予防」の視点より 

         【現状・課題】               【必要とされる対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 情報提供・啓発による予防・発生抑制 

・本市のみならず、人口減少、少子高齢化の進行により

空家等の増加が見込まれることから、今後の空家等の

発生を抑制するための予防対策が重要となります。 

 

【対策１】 

空家等の発生抑制の

ための情報提供・啓

発 
 

市広報紙や市ホーム

ページによる空家等の

発生抑制の取組が必要

です。 

② 転居等による空家等の発生 

・アンケート調査より、空家等となったきっかけとして

「転居」「相続で取得したが入居していない」「施設等

への入居」が多くなっていることが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

 

【対策２】 

住み続けられるため

の仕組づくり 

 
近年の少子高齢化の

状況等から転居等によ

る空家等の増加が懸念

されます。Ｕターン者

等による近居・三世代

の同居等希望者への支

援策等を含んだ空家化

の防止に努めます。 

 

空家等になったきっかけ 
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３－２－３ 「管理不全」の視点より 

        【現状・課題】                【必要とされる対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 樹木・雑草等が敷地外に突出している空家等

や問題がある空家等への対応 

・現地調査より、既存の空家等の 1割程度は、雑草等や

樹木が敷地外に突出していることが分かりました。毎

年、空家等に関する一定の苦情が寄せられており、そ

の多くは敷地内の雑草等や樹木の管理不全によるも

のです。 

 

 

 

 

・また、実態調査において「非常に問題がある」状態の

空家が 16件抽出され、これらは今後、周囲に影響を及

ぼす可能性があることが分かりました。 

 

【対策１】 

所有者等の意識の醸

成・啓発、適正管理

促進 
 

空家等の所有者等に

対し、周辺環境に悪影

響を及ぼさないよう管

理する責務があること

についての啓発や空家

等の適正管理の促進を

図る必要があります。

また、特定空家等の認

定の手続きや認定後の

対応について、定めて

おく必要があります。 
 

② 管理不全空家等の解消を促進する仕組づくり 

・アンケート調査より、管理不全空家等の解消に対する

支援の要望が多いことが分かりました。 

 

 

 

 

 

【対策２】 

管理不全空家等の解

消に向けた取組の検

討 
 

管理不全空家等の解

消に必要な支援の要望

が多いため、これら要

望に対する取組につい

て検討する必要があり

ます。 

雑草等の状況 樹木の状況 

空家等の対策に必要な支援 
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３－２－４ 「実施体制」の視点より 

         【現状・課題】               【必要とされる対策】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 空家等に係る対策の実施に向けた体制の構築 

・アンケート調査より、一定数の空家等の所有者等が「利

活用に関する情報の提供」「専門的なアドバイスが得

られる相談窓口の常設」「専門家の紹介」を望んでいる

ことが分かりました。 

 

 

 

 

 

 

・当面の問題である、敷地内の雑草・庭木・樹木、動物

やごみ等に係る問題に対応していくため、専門家や民

間事業者が参画する相談体制を整えることが求めら

れます。 

【対策１】 

専門家と連携した空

家相談体制の構築 
 

空家等の所有者等

が、スムーズに空家等

の問題解決に踏み出せ

るため、専門家や民間

事業者等に相談できる

ような仕組づくりが必

要です。 

【対策２】 

庁内関係課と連携し

た空家問題に係る体

制の構築 
 

市民サービス向上の

ため庁内関係課や関係

機関との円滑な連携が

できる仕組づくりが必

要です。 

空家等の対策に必要な支援 
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■課題・基本的考え方・基本方針のまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題 

 

基本方針 

【基本方針２】 

「予防対策」の取組 

「空家予備軍の空家化」の発生を抑制するた
め、空家等の予防に関する継続的な情報提供・啓
発に加え、「転居」「長期不在」「相続」等をきっ
かけとした空家化を防止するため近居・同居等
支援制度を含んだ仕組づくりを検討します。 

【基本方針１】 

「利活用対策」の取組 

空家等の利活用について、空き家バンク制度
の活用による所有者意向の掘り起こしや、所有
者等の一助となる相談窓口、関係機関等への意
見の聞き取りによるニーズの検証、それを踏ま
えた空家等及び跡地利用の支援等について検討
します。 

管理不全状態で放置されている空家等の所有
者等の意識の醸成や啓発を実施するとともに、
特定空家等の対応等についても定めておく必要
があります。また、管理不全空家の解消に必要な
支援等を検討します。 

【基本方針３】 

「管理不全対策」の取組 

基本的考え方 

【基本方針４】 

「実施体制構築」の取組 

空家等に係る問題の解決に向けて、専門家等
や庁内関係課と連携し、市民からの相談体制を
整え、多分野にわたる問題解決の窓口的な空家
対策の実施体制の構築に取り組みます。 

●専門家・関連

団体等・庁内

関係組織との

連携による総

合的な取組展

開 

●空家特別措置

法を踏まえた

適正な運用の

取組展開 

●所有者等によ

る管理を原則

とした取組展

開 

管理不全の視点 
【課題３】 

 

空家等の所有者等

に対する「管理不

全の解消に向けた

働きかけ」の強化 

利活用の視点 
【課題１】 

 

空家等の所有者

等・地域住民と連

携した「空家等の

利活用」に対する

取組 

●現状を踏まえ

ながら将来を

見越した取組

展開 

実施体制の視点 
【課題４】 

 

対策推進のための

多分野にわたる実

施体制の構築 

予防の視点 
【課題２】 

 

空家予備軍も対象

にした「空家等の

発生・管理不全の

予防策」の強化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 

推進する対策の概要 

 

４－１ 「利活用対策」の取組 

【法第 6 条 2項 5号：空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項】 

４－２ 「予防対策」の取組 

【法第 6 条 2項 3号：空家等の調査に関する事項】 

【法第 6 条 2項 4号：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

４－３ 「管理不全対策」の取組 

【法第 6 条 2項 4号：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

【法第 6 条 2項 6号：特定空家等に対する措置】 

４－４ 「実施体制構築」の取組 
【法第 6 条 2項 7号：住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項】 

【法第 6 条 2項 8号：空家等に関する対策の実施体制に関する事項】 
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第４章 推進する対策の概要 
「利活用対策」「予防対策」「管理不全対策」「実施体制構築」以上 4つの基本方針を踏まえ、

推進する空家等対策についてまとめます。 

４－１ 「利活用対策」の取組 

【法第 6条 2項 5号：空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－１－１ 利活用意向の掘り起こしに向けた情報提供の実施 

・「城陽市空き家バンク制度」に関する情報発信の強化を図る取り組みとして、京都府宅地建

物取引業協会（宅建協会）と引き続き連携を図り、わかりやすいパンフレット等によりさら

なる啓発・周知に努めます。 

 

■具体的な取組 

●協力機関と連携した「城陽市空き家バンク制度」の情報発信の強化、周知 

 

４－１－２ 所有者等が空家等の利活用に取り組めるための仕組づくり 

・空家等の利活用の促進を図るため、空家等の所有者が安心かつ気軽に、利活用に向けた具体

的な用途や進め方、費用等の相談・紹介が受けられる相談窓口等の環境整備を行います。 

・より充実した相談窓口の整備を図るため、宅建協会、建築士会等と連携を図り、各専門分野

にも対応できる相談窓口の構築を図ります。 

■具体的な取組 

●専門機関と提携し、空家等の利活用のための相談窓口の整備 

  

【対策１】 

利活用意向の掘り起こしに向けた情報提供の実

施 

【対策２】 

所有者等が空家等の利活用に取り組めるため

の仕組づくり 

【対策３】 

空家等の利活用の促進 

「利活用対策」 
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４－１－３ 空家等の利活用の促進 

 

・空家等の利活用の促進に向けては、当該空家等の魅力等を高めると共に、一定の安全性や品

質を保持していることが必要になります。現在実施している城陽市住宅耐震診断士の派遣及

び改修等に関する支援制度を引き続き継続するとともに、空家等の所有者等に周知を図りま

す。 

・空家を活用した近居・同居に対する新たな支援制度について、市内外に制度内容の啓発・周

知を行い、利活用促進を図ります。 

・空家の利活用として、地域からの要望を踏まえ、所有者の橋渡しや国の制度を利用した管理不

全空家等の改修又は除却、跡地の活用に係る助成制度等について検討していく必要があります。 

・市のまちづくりや、空家等実態調査の分析結果等を踏まえ、各地域の特徴を生かした市独自の

空家等の利活用について検討する必要があります。 

 

■具体的な取組 

●城陽市耐震診断士派遣・改修事業の継続実施と空家所有者等に対する支援制度の周知 

●空家等を活用した近居・同居に対する新たな支援制度の創設及び市内外への制度内容の啓

発・周知 

●国の制度を利用した管理不全空家等の改修又は除却、跡地の活用に係る助成制度等の調査・研

究 

●空家等所有者と利用希望者との橋渡し 

●新市街地への企業進出や新たな基盤整備等、市のまちづくりを踏まえた、各地域の特徴を生

かした空家等の利活用の検討 
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＜城陽市の木造住宅耐震診断士の派遣について＞ 
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＜城陽市木造住宅耐震改修等事業費補助制度について＞ 

 耐 震 改 修  簡 易 耐 震 改 修  耐 震 シ ェ ル タ ー 設 置  

対
象

と
な

る
住
宅 

次 の 項 目 す べ て に 該 当 す る 本 市 の 区 域 に あ る 木 造 住 宅 が 対 象   
1 .  昭 和 56 年 （ 1981 年 ） 5 月 31 日 以 前 に 着 工 さ れ 、 現 に 完 成 し て い る こ と  
2 .  30 戸 ／ ｈ ａ 以 上 の 住 宅 が 建 築 さ れ て い る 区 域 に 建 築 さ れ て い る こ と  
3 .  住 宅 以 外 の 用 途 を 兼 ね る 場 合 は 、 住 宅 の 用 途 に 供 す る 部 分 の 床 面 積 が 当 該 建 築

物 の 床 面 積 の 1/2 以 上 で あ る こ と   
4 .  城 陽 市 木 造 住 宅 耐 震 診

断 士 派 遣 事 業 に よ る 耐
震 診 断 ま た は 平 成 18
年 （ 2006 年 ） 3 月
31 日 以 前 に 建 築 士 に
よ る 耐 震 診 断 を 行 っ て
い る こ と  

5 .  過 去 に 耐 震 改 修 又 は 耐
震 シ ェ ル タ ー 設 置 に 係
る 補 助 を 受 け て い な い
こ と  

４ .  城 陽 市 木 造 住 宅 耐 震 診 断 士 派
遣 事 業 に よ る 耐 震 診 断 ま た
は 平 成 18 年 （ 2006 年 ） 3
月 31 日 以 前 に 建 築 士 に よ る
耐 震 診 断 を 行 っ て い る こ と  

５ ． 過 去 に 耐 震 改 修 、 簡 易 耐 震
改 修 又 は 耐 震 シ ェ ル タ ー 設
置 に 係 る 補 助 を 受 け て い な
い こ と  

4 .  過 去 に 耐 震 改 修
又 は 簡 易 耐 震 改
修 に 係 る 補 助 を
受 け て い な い こ
と  

対

象

と

な

る

工

事  

耐 震 診 断 の 結 果 、 評 点

（ 大 地 震 時 の 倒 壊 可 能 性

を 示 す 指 標 ） が 1.0 未 満

と 診 断 さ れ た 木 造 住 宅 に

対 し て 行 う 耐 震 改 修 設 計

お よ び 耐 震 改 修 工 事 で 、

評 点 を 1.0 以 上 に 向 上 さ

せ る も の  

※ 当 分 の 間 、 評 点 を 0.7

以 上 に 向 上 さ せ る も の

（ 一 階 の み の 工 事 も 対

象 ）  

 

① 耐 震 診 断 の 結 果 、 評 点 （ 大 地 震 時

の 倒 壊 可 能 性 を 示 す 指 標 ） が 1 .0

未 満 と 診 断 さ れ た 木 造 住 宅 に 対 し

て 行 う 耐 震 改 修 設 計 お よ び 耐 震 改

修 工 事  

② 耐 震 性 が 確 実 に 向 上 す る と 考 え ら

れ る 次 の い ず れ か に 該 当 す る 簡 易

耐 震 改 修 設 計 、 簡 易 耐 震 改 修 工 事  

＜ 屋 根 の 全 て を 替 え る も の ＞  

1 .  非 常 に 重 い 屋 根 か ら 重 い 屋 根 ま
た は 軽 い 屋 根 に 葺 き 替 え る も の  

2 .  重 い 屋 根 か ら 軽 い 屋 根 に 葺 き 替
え る も の  

＜ 壁 の 補 強 ま た は 補 強 壁 の 設 置 ＞  

3 .  各 階 各 方 向 の い ず れ か で 耐 震 性

が 向 上 す る も の  

＜ 床 な ど の 全 て を 改 修 （ １ 階 床 は 除 く ） す る も の ＞  

4 .  床 を 火 打 ち 仕 様 の 床 に 補 強 す る

も の  

5 .  床 を 構 造 用 合 板 仕 様 の 床 に 補 強

す る も の  

6 .  屋 根 構 面 ま た は 小 屋 組 の 水 平 構

面 の 全 て を 火 打 ち 仕 様 の 構 面 に 補

強 す る も の  

7 .  屋 根 構 面 ま た は 小 屋 組 の 水 平 構

面 の 全 て を 構 造 用 合 板 仕 様 の 構 面

に 補 強 す る も の  

＜ 基 礎 の 全 て を 改 修 す る も の ＞  

8 .  玉 石 基 礎 ま た は 無 筋 コ ン ク リ ー

ト 基 礎 か ら 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 基 礎

へ 改 修 す る も の  

＜ 耐 震 診 断 な ど に よ り 耐 震 性 向 上 を 確 認 す る 改 修

（ 劣 化 度 の み の 改 善 を 除 く ） ＞  

9 .  上 記 １ ～ ８ を 除 く も の の ほ か 、

耐 震 診 断 の 結 果 評 点 を 向 上 さ せ る

も の  

10 .  耐 震 診 断 の 一 部 の 評 点 方 法 に

よ り 確 実 に 評 点 を 向 上 さ せ る こ と

が 建 築 士 に よ り 確 認 さ れ た も の  

建 築 物 内 に 装 置

（ 京 都 府 知 事 が 必

要 な 構 造 耐 力 を 有

す る も の と し て 認

め た も の に 限 る ）

を 設 置 す る も の  

※ 京 都 府 知 事 が 必

要 な 構 造 耐 力 を

有 す る も の と し

て 認 め た も の に

つ い て は 、 京 都

府 ホ ー ム ペ ー ジ

の 「 補 助 対 象 と

な る 耐 震 シ ェ ル

タ ー 」 を 参 照 の

こ と  

補
助
額 

耐 震 改 修 工 事 等 に 要 し た

費 用 の ４ ／ ５ （ 上 限 １ ０

０ 万 円 ）   

簡 易 耐 震 改 修 工 事 等 に 要 し た 費

用 の ４ ／ ５ （ 上 限 ４ ０ 万 円 ）   

耐 震 シ ェ ル タ ー 設 置

工 事 等 に 要 し た 費 用

の ３ ／ ４（ 上 限 ３ ０ 万

円 ）  
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＜空家等の利活用及び除却に係る国の支援制度＞ 

  

出典：国土交通省 HP  

出典：国土交通省 HP  
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４－２ 「予防対策」の取組 

【法第 6条 2項 3号：空家等の調査に関する事項】 

【法第 6条 2項 4号：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－２－１ 空家等の発生抑制のための情報提供・啓発 

・本市において、空家等になるきっかけとして転居や相続、高齢者施設への入居等が多くなっ

ています。 

・空家等の発生抑制のため、空家等がもたらす影響や所有者の責任等についての理解を深める

と共に、居住中の内に空家化を未然に防止するための制度等について、広報じょうようや本

市ホームページ等を活用しながら制度の推進、紹介等の情報提供を行います。 

・また、空家等の存在は、地域の衛生・景観・環境等の悪化や防災性・防犯性の低下など、様々

な影響をもたらす可能性があります。そのため、建物の状態や居住の状況等、地域からの情

報も重要です。 

 

■具体的な取組 

●広報じょうようや本市ホームページを活用した空家化を未然に防止するための「空き家の

発生を抑制するための特例措置」制度等の情報提供の実施 

●空家の発生予防情報の発信・啓発パンフレットの作成・配布 

●地域からの空家等の情報収集 

  

【対策１】 

空家等の発生抑制のための情報提供・啓発 

【対策２】 

住み続けられるための仕組づくり 

「予防対策」 
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〖空家化を未然に防止するための「空き家の発生を抑制するための特例措置」制度〗 

＜相続による空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除＞ 
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４－２－２ 住み続けられるための仕組づくり 

・今後の世帯数の減少や少子高齢化によって、ますます空家等が増加することが予想されます。

このような状況が進行していくと、市街地のスポンジ化や居住環境の悪化等が危ぶまれます。 

・平成 28 年度に実施した空家等所有者アンケート調査では、空家化のきっかけとして転居が

最も多くなっています。 

・これらの空家化を未然に防止するため、まずは、現在の居住地からの転居を抑制することを

念頭に置いた、住み続けられるための仕組づくりに取り組むことが重要です。 

・仕組づくりの検討として、子育て世帯の定住を促進することを目的とした空家等の活用による

親世帯と子世帯の近居に対する支援策や、空家化の原因となる可能性がある世帯分離を抑制

することを目的とした同居に対する支援策の創設を検討します。 

 

■具体的な取組 

●近居・同居に対する支援制度の創設 
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４－３ 「管理不全対策」の取組 

【法第 6 条 2項 4号：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

【法第 6 条 2項 6号：特定空家等に対する措置】 

 

 

 

 

 

 

 

４－３－１ 所有者等の意識の醸成・啓発、適正管理の促進 

・空家等は個人の財産であるため、危険な状態であったり周辺に迷惑がかかる状態であっても、

民法上、所有者の了解を得ずに処置を進められないことが、ひとつの課題となっています。

そのため、管理不全な空家等が地域住民の財産や生命にまで深刻な影響を及ぼす可能性があ

ることについて、空家等の所有者自らが理解を深めると共に適正管理に向けた意識を高めて

いくことが必要です。 

・本市では、将来を見据えながら、空家問題等が危機的状況に陥る前に市民全体の意識を醸成

するため、空家等の所有者等には、周辺の生活環境に影響を及ぼさないように適切な管理に

努める責務があることを周知・啓発し、管理者意識の醸成・注意喚起に取り組みます。 

・また、空家等の建物そのものの状態が悪い物件は多くないものの、空家等敷地内の樹木や雑

草の管理不全を原因とする苦情が多く寄せられています。そのため、住宅敷地内の草木の適

正な管理に対する意識向上が必要です。また、草木の適正管理の一助として不必要となった

草木を無料で提供する「城陽市グリーンバンク制度」の紹介等、意識向上に努めます。 

■具体的な取組 

●空家等の適正管理を促進するためのパンフレットの作成・配布 

●空家等敷地内で放置された樹木等のグリーンバンク制度の紹介 

４－３－２ 管理不全空家等の解消に向けた取組の検討 

・周囲に迷惑や影響を及ぼす可能性のある空家等は、実態調査の結果から現状、比較的少ない

状況ではありますが、長期間放置され、周囲に迷惑や危険を及ぼしていたり、所有者が不明

である管理不全空家等については、「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基づく「特

定空家等」の適正な判断、認定を行い、適正な対応を行うことが必要です。 

 

■具体的な取組 

●「空家等対策の推進に関する特別措置法」及び「特定空家等に対する措置に関する適切な実

施を図るために必要な指針（ガイドライン）」に基づく特定空家等の判断、認定、運用 

【対策１】 

所有者等の意識の醸成・啓発、適正管理の促進 

【対策２】 

管理不全空家等の解消に向けた取組の検討 

「管理不全対策」 
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■特定空家等に対する措置の具体的な手続 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

緊急に危険等を回避する必要が
ある場合 

対象建築物等の調査等（情報確認、外観調査、詳細調査） 
 

所有者等への情報提供・意向確認等 

所有者等を確知 

できない場合 
継続調査 

過
失
な
く
所
有
者
等
を
確
知
で
き
な
い
場
合 

略式代執行 
（法第 14条第 10項） 

・事前の公告 

・代執行に要した一切

の費用の徴収 

相続財産管 

理人の選任

の手続き等 

当該特定空家等の状態が
改善されない場合 

所有者等に対する勧告 
（法第 14条第２項） 

所有者等に対する助言・指導 
（法第 14条第１項） 

正当な事由がなく当該勧
告の措置をとらない場合 

行政代執行（行政代執行法） 
（法第 14条第９項） 

・文書による戒告 

・代執行令書による通知 

・代執行に要した一切の費用の徴収 

措置を履行しないとき、
履行しても十分でないと
き・期限までに完了する
見込みがないとき 

所有者等に対する命令・公表 
（法第 14条第３～８、11・12項） 

・所有者等への事前通知 

・公開による意見の聴取 

・命令の実施 

・標識の設置及び公示 

特定空家等の認定 

注）建築物等の全部を除却する措置として行政代執行及び略式代執行を行う場合に
は、管理不全状態が景観支障だけの特定空家等については対象にできない。 

過料の対象 
命令違反 ⇒ 50万円以下 

固定資産税の特例（住宅用地
特例制度）の対象から除外 

応 急 措 置 等 
過料の対象 
立入調査忌避 ⇒ 20万円以下 
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■特定空家等の判断基準 

１．「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態」 

◆建築物が倒壊等するおそれがある状態の判断基準 

項  目 判断基準 

建築物の著しい傾斜 
・部材の破損、基礎の不同沈下、柱の傾斜などを基に総合的に判

断 

建築物の構造耐力上

主要な部分の損傷等

（基礎及び土台） 

・基礎の破損や変形、土台の腐朽や破損、基礎と土台のずれなど

を基に総合的に判断 

建築物の構造耐力上

主要な部分の損傷等

（柱、はり、筋かい、

柱とはりの接合等） 

・構造耐力上主要な部分である柱、はり、筋かいの腐朽や破損、

変形、柱とはりのずれなどを基に総合的に判断 

◆屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある状態の判断基準 

項  目 判断基準 

屋根ふき材、ひさし又

は軒 

・全部又は一部において、屋根の変形、屋根ふき材の剥落、軒の

裏板やたる木等の腐朽、軒や雨樋のたれ下がりなどの発生、緊

結金具の著しい腐食などを基に総合的に判断 

外壁 

・全部又は一部において、壁体を貫通する穴が生じている、外壁

の仕上材料の剥落や腐朽、破損等による下地の露出、外壁のモ

ルタルやタイル等の浮きなどを基に総合的に判断 

看板、給湯設備、屋上

水槽等 

・看板の仕上材料の剥落、看板や給湯設備、屋上水槽、太陽光発

電設備等の転倒や破損、脱落、支持部分の腐食などを基に総合

的に判断 

屋上階段、バルコニー 
・全部又は一部において、腐食や破損、脱落、傾斜などを基に総

合的に判断 

門、塀 
・全部又は一部において、ひび割れや破損、傾斜などを基に総合

的に判断 

◆擁壁が老朽化し危険となるおそれがある状態の判断基準 

項  目 判断基準 

擁壁 

・擁壁表面の水のしみ出しや流出、水抜き穴の詰まり、ひび割れ

の発生などの状況や程度、擁壁の地盤条件などを基に総合的

に判断  
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２．「そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態」 

◆建築物・設備等の破損等に関する例 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況 

・浄化槽等の放置や破損等による汚物の流出や臭気の発生、排水等の流出による臭気の

発生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている状況 

◆ごみ等の放置・不法投棄に関する例 

・臭気の発生、多数のねずみ、はえ、蚊等の発生により、地域住民の日常生活に支障を

及ぼしている状況 

３．「適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態」 

◆周囲の景観と著しく不調和な状態に関する例 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷んだり汚れたまま放置されている

状況 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている状況 

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破損、汚損したまま放置されてい

る状況 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している状況 

・敷地内にごみや資材等が散乱、山積したまま放置されている状況 

４．「その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態」 

◆不特定の者が容易に侵入できるなど、地域の防犯上支障が生じている状態の例 

・門扉が施錠されていない状態で放置されている状況 

・外壁及び開口部において、人が侵入することの可能な大きさの戸、窓その他の開口部

が常時開放されている状況、外壁に人が侵入することの可能な大きさの穴、亀裂等が

生じている状況 

・塀、柵その他の敷地を囲む工作物において、人が侵入することの可能な大きさの穴、

亀裂等が生じている状況 

◆建築物等の不適切な管理等に関する例 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出している状況 

◆立木に関する例 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家屋の敷地等に枝等が大量に散ら

ばっている状況 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通行を妨げている状況 

◆空家等に住みついた動物等に関する例 

・動物の鳴き声その他の音の頻繁な発生、動物のふん尿その他の汚物の放置による臭気

の発生、敷地外への動物の毛や羽毛の大量の飛散、多数のねずみやはえ、蚊、のみ等

の発生、住みついた動物の周辺の土地や家屋への侵入、シロアリの大量発生や近隣の

家屋への飛来など、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている状況 
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４－４ 「実施体制構築」の取組 

【法第 6条 2項 7号：住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項】 

【法第 6条 2項 8号：空家等に関する対策の実施体制に関する事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４－１ 専門機関と連携した空家相談体制の構築 

・空家問題は多様な分野にわたるものであるため、空家等所有者個人で解決するには多くの知

識が必要となります。そのため、空家等の所有者や管理者の相談に対応できるよう、建築、

不動産、法律等の幅広い分野の専門機関との連携・協力体制を構築すると共に、空家の有効

活用や相続問題等に関する総合的な相談体制の整備を図ります。 

■具体的な取組 

●総合的な空家相談窓口の設置 

●行政と専門機関との協力体制の構築・連携 

●専門機関による相談会の開催 

４－４－２ 庁内関係課と連携した空家問題に係る体制の構築 

・空家等になる要因は、各所有者の事情等によって多様であり、所有者や管理者といった個人

だけでは解決できない課題を多く抱えています。そのため、専門機関への相談に加え、庁内

各課連携のもと、総合的な知見から対策に取り組みます。 

■具体的な取組 

●行政間（市の空家担当窓口・関係課）の協力体制の構築・連携 

 

 

  

【対策１】 

専門機関と連携した空家相談体制の構築 

【対策２】 

庁内関係課と連携した空家問題に係る体制の

構築 

「実施体制構築」 
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■行政と民間との協力体制の構築イメージ 

  

庁内関係課 

・環境課 

・ごみ減量推進課 

・危機・防災対策課 

・消防本部 

・税務課等 

 

 

    

相談者 

・空家等所有者 

・市民 

 

 

受付窓口 
・地域整備課 

 関係機関・団体 

・司法書士会 

・宅建協会 

・土地家屋調査士会 

・建築士会 

・警察等 

 

⑤相談 ⑤相談 

③連携・調整 

①相談 

②照会 ②照会 

④対応者の紹介 
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関係機関・団体等 連携事項 

京都司法書士会 ・空家等の相続登記や権利登記に関すること 

京都府宅地建物取引業協会 ・空家等の売買や賃貸等に関すること 

京都土地家屋調査士会 ・空家等に係る隣地との境界確定等の表示登記に関すること 

京都府建築士会 
・空家等の適正管理に関すること 

・空家等の改修や解体工事に関すること 

城陽市シルバー人材センター ・空家等、空家等跡地の管理に関すること 

城陽警察署 
・空家等の実態把握や情報提供に関すること 

・空家等の防犯等に関すること 

電気事業者 ・空家等への電気供給や架空線の処置に関すること 

■関係機関・団体との連携事項の案 

 

 

  城陽市空き家対策プロジェクトチーム 

所属等 連携事項 

地域整備課 ・空家等対策全般に係ること 

危機・防災対策課 

城陽市消防本部 予防課 

・空家等の実態把握に関すること 

・災害時における空家等への対応に関すること 

税務課 
・空家等の所有者に関する固定資産税等の税情報の提供に関

すること 

市民活動支援課 
・空家等に関する法律相談に関すること 

・空家等に関する自治会からの情報の収集 

環境課 ・空家等に関する環境衛生に係ること 

市民課 ・空家等所有者の所在等に関すること 

ごみ減量推進課 
・空家等に営巣するスズメバチやねずみ族、こん虫の被害に関

すること 

都市政策課 ・空家等の耐震改修等に関すること 

管理課 
・空家等から道路へ突出する樹木等による不法占用等に関す

ること 

営繕課 ・空家の建築物としての状態に関すること 

上下水道部 経営管理課 ・空家等の水道閉栓状況に関すること 

■庁内関係課との連携事項 
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■対策の推進に向けた庁内関係課・関係機関の役割分担 

 

推進する空家対策 
 

具体的な取組 まとめ 
 対策の推進に向けた庁内関係課・関係機関等の役割分担 

庁内関係課 関係機関・団体等 

(1)

利活 

用 

対策 

①利活用意向の掘り起こしに向けた情報提供の

実施 

 
●協力機関と連携した「城陽市空き家バンク制度」の情報発信の強化、周知 

 
●地域整備課  ●宅建協会 

②所有者等が空家等の利活用に取り組めるため

の仕組づくり 

 
●専門機関と提携し、空家等の利活用のための相談窓口の整備 

 
●地域整備課 ●市民活動支援課 ●専門機関 

③空家等の利活用の促進 

 

●城陽市耐震診断士派遣・改修事業の継続実施と空家所有者等に対する支援制度の周知 
 

●地域整備課 ●都市政策課   

●空家を活用した近居・同居に対する新たな支援制度の創設及び市内外への制度内容の啓

発・周知 

 
●地域整備課   

 
●国の制度を利用した管理不全空家等の改修又は除却、跡地の活用に係る助成制度等の調査・

研究 

 
●地域整備課   

 ●空家等所有者と利用希望者との橋渡し  ●地域整備課   

 
●新市街地への企業進出や新たな基盤整備等、市のまちづくりを踏まえた、各地域の特徴を

生かした空家等の利活用の検討 

 
●地域整備課   

(2) 

予防 

対策 

①空家等の発生抑制のための情報提供・啓発 

 
●広報じょうようや本市ホームページを活用した空家化を未然に防止するための「空き家

の発生を抑制するための特例措置」制度等の情報提供の実施 

 
●地域整備課 ●秘書広報課  

 ●空家の発生予防情報の発信・啓発パンフレットの作成・配布 
 

●地域整備課  

 ●地域からの空家等の情報収集 
 

●地域整備課 ●市民活動支援課  

②住み続けられるための仕組づくり 
 

●近居・同居に対する支援制度の創設 
 

●地域整備課   

(3)

管理

不全

対策 

①所有者等の意識の醸成・啓発、適正管理の促

進 

 ●空家等の適正管理を促進するためのパンフレットの作成・配布 
 

●地域整備課   

 ●空家等敷地内で放置された樹木等のグリーンバンク制度の紹介 
 

●地域整備課  

②管理不全空家等の解消に向けた取組の検討 
 ●「空家等対策の推進に関する特別措置法」及び「特定空家等に対する措置に関する適切な

実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」に基づく特定空家等の判断、認定、運用 
 ●地域整備課  

(4) 

実施

体制

構築 

①専門機関と連携した空家相談体制の構築  

●総合的な空家相談窓口の設置 
 

●地域整備課   

●行政と専門機関との協力体制の構築・連携 
 

●地域整備課  ●専門機関 

●専門機関による相談会の開催  ●地域整備課  ●専門機関 

②庁内関係課と連携した空家問題に係る体制の

構築 

 
●行政間（市の空家担当窓口・関係課）の協力体制の構築・連携  

●地域整備課 ●関係各課  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

空家等対策の運用と検証 

 

５－１ データベースの効果的な運用 
【法第 6条 2項 3号：空家等の調査に関する事項】 

５－２ 計画の検証と見直し 
【法第 6条 2項 9号：その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項】 
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第５章 空家等対策の運用と検証 
本計画に基づいた計画的かつ着実な空家等対策の実現に向けた、空家等のデータベースや検

証・見直しの考え方等について定めます。 

 

 

５－１ データベースの効果的な運用 

【法第 6条 2項 3号：空家等の調査に関する事項】 

 

・法第 11 条「空家等に関するデータベースの整備等」では、市町村が空家等に関するデータ

ベースの整備について努力義務が定められており、本市では、平成 28 年度に実態調査を行

った上、建築物の基本情報や構造、状態等についてデータベースとして整理しています。今

後は、新たに地域からの情報、相談や所有者等への助言、指導の履歴等についてデータベー

ス化を図ります。なお、データベースに係る情報の取り扱いについては、所有者等の意向を

尊重し、個人情報保護について十分配慮します。 

  

空家等に関する相談・苦情等 実 態 調 査 

情報の蓄積 

空家等データベース 及び 分布図 
適宜 
更新 

城陽市役所 

情報 
共有 

情報 
共有 

○○課 ××課 △△課 

情報活用 

空 家 等 対 策 の 実 施 

■ 庁内における空家等の情報共有・対策実施のイメージ 
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５－２ 計画の検証と見直し 

【法第 6条 2項 9号：その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項】 

 

・空家等対策計画の実施にあたっては、計画の進捗状況や成果を適時・適切に評価し、必要に

応じて柔軟に対応していくことが求められています。 

・このため、本計画の推進にあたっては、「ＰＤＣＡサイクル」の考え方を採用します。 

・具体的には、計画（Plan）を実行（Do）に移し、結果・成果を評価（Check）したうえで、改

善・改良（Action）を加え、計画内容の改定へとつなげていくことを目指します。 

・計画内容の改定にあたっては、庁内検討会議（城陽市空き家対策プロジェクトチーム）を開

催しながら、各種の評価や検証、具体的な見直し案の立案を行うことを基本とします。 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐlan（計画） 

・計画づくり 

Ｄo（実行） 

・予防対策 

・管理不全対策 

・利活用対策 

Ａction（改善） 

・取組内容の改善・改良 

・計画の見直し内容の検討 

Ｃheck（評価） 

 

・対策の進捗状況の把握・評価 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法の概要及び条文 
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